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山口武志・山口 崇
 
1．はじめに1 

 自治体等によせられる大気環境（騒音、振動、

排出ガス、粉じん等）の苦情件数は、事業者別で

は建設業がシェア52%でワースト1位となってい

る1)。土砂掘削の粉じんについては、散水、防塵

ネット等で抑制できるが、環境影響評価において

定量的な予測ができないことが懸案となっている。 
本調査では、散水等の粉じん対策の効果の定量

的な評価を可能にすることで、定量的な環境影響

評価や適切な環境保全措置の検討に資することを

目指して、土砂掘削で発生する粉じんの散水によ

る抑制量の調査を行った。 

2．土砂掘削で発生する粉じんの散水による

抑制量の調査 

2.1 予備調査 
道路事業の環境影響評価において、降下ばいじ

ん量の予測には国土技術政策総合研究所資料2)が

用いられている。その予測手法は、土木研究所資

料3),4)が拠所となっている。具体的には、式(1)、
式 (2)を基本式とし、発生源の形状、および風向

頻度・風速から降下ばいじん量を予測している。

式 (1)、式 (2)では微小領域 から発生した粉 

･･･ 式(1) 

 ･･･ 式(2) 

Rds :風向別降下ばいじん量（t/km2/月）. 添え字sは風向（16方
位）, Nu :ユニット*1数, Nd :季節別の平均月間工事日数（日/月）

, x1 :予測地点から季節別の施工範囲の手前側の敷地境界線まで

の距離（m）, x2 :予測地点から季節別の施工範囲の奥側の敷地

境界線までの距離（m）（x1,x2 < 1mの場合はx1, x2 = 1mとする.
）, A:季節別の施工範囲の面積（m2）, Cd（x）:1ユニットから

発生し拡散する粉じん等のうち発生源からの距離xmの地上1.5m
に堆積する1日当たりの降下ばいじん量 （t/km2/日/ユニット）, 
a :基準降下ばいじん量（t/km2/日/ユニット）, u :平均風速（m/s
）, us :季節別風向別平均風速（m/s）（us < 1m/sの場合はus = 
1m/sとする.）, u0:基準風速（u0 = 1m/s）, b :風速の影響を表す

係数（b = 1）, x :風向に沿った風下距離（m）, x0 :基準距離（m
）（x0 = 1m）, c :降下ばいじんの拡散を表す係数（c = 2）. 
*1: ユニットとは、工事の種別等での作業単位を考慮した建設

機械の組み合わせ 

──────────────────────── 
Investigation of the Dust Control Effect of Water 
Sprinkling During Excavation 

じんが風下方向に逆二乗則で拡散する値を発生源

の面積、工事日数等で積算している。 
国土技術政策総合研究所資料においては、硬岩

掘削において散水を講じることで粉じんの発生量

が約27%（約73%減）となる事例も記載されてい

る。降下ばいじん量の予測について、国内外の他

の文献も調査したが、環境影響評価の予測に参考

となる文献は見当たらなかった。 
ここでweb site､過年度の調査、および有識者

の講演で得た知見も踏まえて粒径分布と飛砂・粉

じん等の関係を俯瞰した（図 -1）。粒径が大きい

と固結せず乾燥しやすいが飛びにくく火山噴火や

強風時に飛来する。砂丘では200~500μmで粒が

そろっているとよく飛ぶとの知見があり、地形・

風等の条件も影響するようである。粒径が小さい

と国境を超えて遠方まで飛来するが、粘土は乾燥

しにくく固結しやすい。土木工事の粉じんは、シ

ルト分と関連づけた論文が多かった（例5),6)）。 

粘土 シルト 細砂 中砂 荒砂

0 5(2) 75(50) 250(100) 850(250) 2000(2000)

0.5 5 50
黄砂（中国）

0.2 1 5
黄砂（イラン）

5 30 100
花粉

50 100
火山灰（有珠山）

10000.5

200～500μmで粒が揃っていると

よく飛ぶ（砂丘の研究者）

シルト分が多いと良く飛ぶ（粉塵の文献）

10～100μｍ
火山灰（遠方）

2000μm
風速10m/s以下で発塵

1000～1000μｍ
火山灰（火口近く）

粒径μm. （ ）は砂漠系の論文.

 
図-1 土砂の粒径分布と飛砂・粉じん等  

2.2 現場測定値の解析7) 
構内試験を行う前に、過年度に調査した測定結

果のうち、散水はしていないが水門本体工事の土

砂掘削で掘削地点の土砂が湿っていた現場①、お

よび流路護岸工事で散水を講じた土砂掘削の現場

②での測定値から原単位である基準降下ばいじん

量aを解析した。測定状況を図 -2、図 -3および結

果を表 -1に示す。基準降下ばいじん量a（t/km2/
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日 /ﾕﾆｯﾄ）（基準風速時の基準距離における1ユ
ニットからの1日当たりの降下ばいじん量） 4)は

無散水の場合の1/50（1～3%）程度に抑制されて

いた。aの解析方法としては、測定値と計算値の

残差平方和が最小となるaを逆算した。含水比

13%は土木工事の土砂では比較的小さい値である。

同一の土砂では散水により含水比が増えると、発

生する粉じんは抑制されると考えられる。 
  

図 -2 土砂掘削 (現場① )の
降下ばいじん測定  

図-3 散水した土砂掘削(現
場②)の降下ばいじん

測定  

表-1 基準降下ばいじん量a(t/km2/日) *2 
 a 備考  
土砂掘削  

（無散水) 
17,000 文献4) 

土砂掘削  
（現場①）  

540 
( 無 散 水

の約3%) 

水門本体工における床掘りでの
土砂掘削。散水はしていないが
土砂は湿っていた。  

散 水 し た
土砂掘削  

（現場②）  

140 
( 無 散 水

の約1%) 

バックホウ2台を使用した流路
護岸工事での土砂掘削 (含水比
13%) 

*2：降下ばいじんの拡散を表す係数c=2.0とした。  
 
2.3 構内試験 

降下ばいじんの測定値はばらつきが多いため、

散水による抑制効果については多数の測定の平均

的な値で示すこととし、測定回数を増やすことを

容易にするため、測定の簡素化を検討した。測定

の簡素化は、測定地点を減じる検討および風向風

速の測定高さを1.5ｍとする検討を行った。 
現場での測定については、適する実工事現場に

おいて適する日に出向くこと、施工に影響しない

位置かつ風下で測定すること、散水を行うことの

全ての条件を満たす現場を選定することが困難で

あることを予備調査で把握したため、研究所の構

内で測定することとした。 
2.3.1 測定地点を減じる検討 
 文献 3),4)の測定では、降下ばいじんの拡散を表

す係数cを把握することを目的として測定点を多

数設置していたが、文献4)では複数の工種を解析

して考察した結果に基づいて c=2に統一した。

c=2は逆二乗則を意味し、結果的に点発生源の騒

音・振動と同程度の減衰となる。ここではc=2と
して測定点数を減じて解析したaの影響を考察し

た。文献3)の中から粉じん発生量が多い土砂掘削

1回、軟岩掘削2回、路床安定処理3回、および現

場内運搬2回の合計8回の測定値を選択し、測定

地点を減じた場合の誤差を評価した。評価量は、

全測定点で解析した場合の解析したaを真値Tと

見なし、発生源に近い測定点のみで解析した場合

の解析値aをPとし誤差率 とし

た（表-2）。誤差率 の平均、標準偏差ともに10%
程度であった。降下ばいじんの測定値は桁違いに

ばらついており、測定点を3点以下に減じること

による10%程度の誤差率は、相対的には精度に支

障はない値と考えた。 

表-2 粉じんの原単位を解析する際に使用するデータ数

を減らした場合の誤差率  
 平均  標準偏差  
発生源に最も近い 1 点  10% 12% 
発生源近傍の 3 点  16% 10% 

2.3.2 風向風速の測定を高さ1.5mとする検討 
 気象庁の風向風速の測定方法に準じて文献3),4) 
の原単位も高さ10mの風向風速の測定値で解析し

ている。一方、実測定において高さ10mでの風向

風速の測定が制約になりうる場合もあるため、異

なる高さに変更する検討が行われたことがある8)。

高さ10mと1.5mの風速比が1.4になるとの解析結

果や風向の一致の程度にかかる知見が得られてい

たが解析値aの評価は未着手であった。ここでは

解析値aについて試行的に土砂掘削1回、軟岩掘

削1回、路床安定処理4回、および現場内運搬4回
の合計10回の測定値を選択し、高さ10mの風向

風速での解析値a10mと高さ1.5mの風向風速での

解析値 a1.5mを比較した。近似誤差（残差平方

和）の平均は表-3に示すように大きく異なること

はなく、増加は であっ

た。 a10mと a1.5mの比の平均が 1.2となったので 
a10m=1.2a1.5mで換算することとした。 

  表-3 粉じんの原単位を解析する際に使用する風

向風速の測定高さと近似誤差  
風向風速の測定高さ  10m 1.5m 
10回の測定の近似誤差
*3の平均  

0.44 
ﾄﾝ/km2/8h 

0.51 
ﾄﾝ/km2/8h 

*3：解析したパラメータでの計算値と測定値の残差平方和 
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日 /ﾕﾆｯﾄ）（基準風速時の基準距離における1ユ
ニットからの1日当たりの降下ばいじん量） 4)は

無散水の場合の1/50（1～3%）程度に抑制されて

いた。aの解析方法としては、測定値と計算値の

残差平方和が最小となるaを逆算した。含水比

13%は土木工事の土砂では比較的小さい値である。

同一の土砂では散水により含水比が増えると、発

生する粉じんは抑制されると考えられる。  
  

図 -2 土砂掘削 (現場① )の
降下ばいじん測定  

図-3 散水した土砂掘削(現
場②)の降下ばいじん

測定  

表-1 基準降下ばいじん量a(t/km2/日) *2 
 a 備考  
土砂掘削  

（無散水) 
17,000 文献4) 

土砂掘削  
（現場①）  

540 
( 無 散 水

の約3%) 

水門本体工における床掘りでの
土砂掘削。散水はしていないが
土砂は湿っていた。  

散 水 し た
土砂掘削  

（現場②）  

140 
( 無 散 水

の約1%) 

バックホウ2台を使用した流路
護岸工事での土砂掘削 (含水比
13%) 

*2：降下ばいじんの拡散を表す係数c=2.0とした。  
 
2.3 構内試験

降下ばいじんの測定値はばらつきが多いため、

散水による抑制効果については多数の測定の平均

的な値で示すこととし、測定回数を増やすことを

容易にするため、測定の簡素化を検討した。測定

の簡素化は、測定地点を減じる検討および風向風

速の測定高さを1.5ｍとする検討を行った。 
現場での測定については、適する実工事現場に

おいて適する日に出向くこと、施工に影響しない

位置かつ風下で測定すること、散水を行うことの

全ての条件を満たす現場を選定することが困難で

あることを予備調査で把握したため、研究所の構

内で測定することとした。 
2.3.1 測定地点を減じる検討

文献3),4)の測定では、降下ばいじんの拡散を表す

係数cを把握することを目的として測定点を多数

設置していたが、文献4)では複数の工種を解析し

て考察した結果に基づいてc=2に統一した。c=2

は逆二乗則を意味し、結果的に点発生源の騒音・

振動と同程度の減衰となる。ここではc=2として

測定点数を減じて解析したaの影響を考察した。

文献3) の中から粉じん発生量が多い土砂掘削1回、

軟岩掘削2回、路床安定処理3回、および現場内

運搬2回の合計8回の測定値を選択し、測定地点

を減じた場合の誤差を評価した。評価量は、全測

定点で解析した場合の解析したaを真値Tと見な

し、発生源に近い測定点のみで解析した場合の解

析値 aを Pとし誤差率 とした

（表 -2）。誤差率 の平均、標準偏差ともに10%程

度であった。降下ばいじんの測定値は桁違いにば

らついており、測定点を3点以下に減じることに

よる10%程度の誤差率は、相対的には精度に支障

はない値と考えた。  

表-2 粉じんの原単位を解析する際に使用するデータ数

を減らした場合の誤差率  
 平均  標準偏差  
発生源に最も近い 1 点  10% 12% 
発生源近傍の 3 点  16% 10% 

2.3.2 風向風速の測定を高さ1.5mとする検討
気象庁の風向風速の測定方法に準じて文献3),4) 

の原単位も高さ10mの風向風速の測定値で解析し

ている。一方、実測定において高さ10mでの風向

風速の測定が制約になりうる場合もあるため、異

なる高さに変更する検討が行われたことがある8)。

高さ10mと1.5mの風速比が1.4になるとの解析結

果や風向の一致の程度にかかる知見が得られてい

たが解析値aの評価は未着手であった。ここでは

解析値aについて試行的に土砂掘削1回、軟岩掘

削1回、路床安定処理4回、および現場内運搬4回
の合計10回の測定値を選択し、高さ10mの風向

風速での解析値a10mと高さ1.5mの風向風速での

解析値 a1.5mを比較した。近似誤差（残差平方

和）の平均は表-3に示すように大きく異なること

はなく、増加は であっ

た。 a10mと a1.5mの比の平均が 1.2となったので 
a10m=1.2a1.5mで換算することとした。 

 表 -3 粉じんの原単位を解析する際に使用する風

向風速の測定高さと近似誤差  
風向風速の測定高
さ 10m 1.5m 
10回の測定の近似
誤差*3の平均  

0.44 ﾄﾝ
/km2/8h 0.51ﾄﾝ/km2/8h 

*3：解析したパラメータでの計算値と測定値の残差平方和  
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日 /ﾕﾆｯﾄ）（基準風速時の基準距離における1ユ
ニットからの1日当たりの降下ばいじん量） 4)は

無散水の場合の1/50（1～3%）程度に抑制されて

いた。aの解析方法としては、測定値と計算値の

残差平方和が最小となるaを逆算した。含水比

13%は土木工事の土砂では比較的小さい値である。

同一の土砂では散水により含水比が増えると、発

生する粉じんは抑制されると考えられる。  
  

図 -2 土砂掘削 (現場① )の
降下ばいじん測定  

図-3 散水した土砂掘削(現
場②)の降下ばいじん

測定  

表-1 基準降下ばいじん量a(t/km2/日) *2 
 a 備考  
土砂掘削  

（無散水) 
17,000 文献4) 

土砂掘削  
（現場①）  

540 
( 無 散 水

の約3%) 

水門本体工における床掘りでの
土砂掘削。散水はしていないが
土砂は湿っていた。  

散 水 し た
土砂掘削  

（現場②）  

140 
( 無 散 水

の約1%) 

バックホウ2台を使用した流路
護岸工事での土砂掘削 (含水比
13%) 

*2：降下ばいじんの拡散を表す係数c=2.0とした。  
 
2.3 構内試験

降下ばいじんの測定値はばらつきが多いため、

散水による抑制効果については多数の測定の平均

的な値で示すこととし、測定回数を増やすことを

容易にするため、測定の簡素化を検討した。測定

の簡素化は、測定地点を減じる検討および風向風

速の測定高さを1.5ｍとする検討を行った。 
現場での測定については、適する実工事現場に

おいて適する日に出向くこと、施工に影響しない

位置かつ風下で測定すること、散水を行うことの

全ての条件を満たす現場を選定することが困難で

あることを予備調査で把握したため、研究所の構

内で測定することとした。 
2.3.1 測定地点を減じる検討

文献3),4)の測定では、降下ばいじんの拡散を表す

係数cを把握することを目的として測定点を多数

設置していたが、文献4)では複数の工種を解析し

て考察した結果に基づいてc=2に統一した。c=2

は逆二乗則を意味し、結果的に点発生源の騒音・

振動と同程度の減衰となる。ここではc=2として

測定点数を減じて解析したaの影響を考察した。

文献3) の中から粉じん発生量が多い土砂掘削1回、

軟岩掘削2回、路床安定処理3回、および現場内

運搬2回の合計8回の測定値を選択し、測定地点

を減じた場合の誤差を評価した。評価量は、全測

定点で解析した場合の解析したaを真値Tと見な

し、発生源に近い測定点のみで解析した場合の解

析値 aを Pとし誤差率 とした

（表 -2）。誤差率 の平均、標準偏差ともに10%程

度であった。降下ばいじんの測定値は桁違いにば

らついており、測定点を3点以下に減じることに
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表-2 粉じんの原単位を解析する際に使用するデータ数
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ている。一方、実測定において高さ10mでの風向

風速の測定が制約になりうる場合もあるため、異

なる高さに変更する検討が行われたことがある8)。

高さ10mと1.5mの風速比が1.4になるとの解析結

果や風向の一致の程度にかかる知見が得られてい

たが解析値aの評価は未着手であった。ここでは

解析値aについて試行的に土砂掘削1回、軟岩掘

削1回、路床安定処理4回、および現場内運搬4回
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解析値 a1.5mを比較した。近似誤差（残差平方

和）の平均は表-3に示すように大きく異なること

はなく、増加は であっ

た。 a10mと a1.5mの比の平均が 1.2となったので 
a10m=1.2a1.5mで換算することとした。 

 表 -3 粉じんの原単位を解析する際に使用する風

向風速の測定高さと近似誤差  
風向風速の測定高
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10回の測定の近似
誤差*3の平均  
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ニットからの1日当たりの降下ばいじん量） 4)は

無散水の場合の1/50（1～3%）程度に抑制されて

いた。aの解析方法としては、測定値と計算値の

残差平方和が最小となるaを逆算した。含水比

13%は土木工事の土砂では比較的小さい値である。

同一の土砂では散水により含水比が増えると、発

生する粉じんは抑制されると考えられる。  
  

図 -2 土砂掘削 (現場① )の
降下ばいじん測定  

図-3 散水した土砂掘削(現
場②)の降下ばいじん

測定  

表-1 基準降下ばいじん量a(t/km2/日) *2 
 a 備考  
土砂掘削  

（無散水) 
17,000 文献4) 

土砂掘削  
（現場①）  

540 
( 無 散 水

の約3%) 

水門本体工における床掘りでの
土砂掘削。散水はしていないが
土砂は湿っていた。  

散 水 し た
土砂掘削  

（現場②）  

140 
( 無 散 水

の約1%) 

バックホウ2台を使用した流路
護岸工事での土砂掘削 (含水比
13%) 
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なお、式 (2)は降下ばいじんが風速に反比例す

る式となっており、上記は高さ10mでの風速の平

均が高さ1.5mでの風速の1.2倍、風速のべき乗則

でのべき指数をn=1/10とした場合に相当する。 
2.3.3 測定 
 構内試験における模擬掘削での測定の概要を表-4、
図-4、図-5および図-6に示す。 

降下ばいじんの測定点数は、風下側での4点と

バックグランドの1点の合計5点とし、図-2、図-3
の測定のそれぞれ約1/4、1/2に簡素化した。また、

風向風速の測定は高さ 1.5mでのみ行い、高さ

10mでの測定は省略した。 
表-4 構内試験での測定概要  

日時と場

所 

2022 年 1 月 31 日~2 月 5 日の 9:00～16:00．
国土技術政策総合研究所構内（茨城県つくば

市） 

気象条件 
全日晴れ。気温 2～12℃、風速 1～8m、湿度

20~60%（つくば市館野.気象庁公表値） 

主な測定

機器 

微風風向風速計（気象検定付）1 台、デジタ

ル粉じん計 3 台、降下ばいじん測定用バット

5 個 

土砂 3 種類（粘性土 1、粘性土 2、砕石 C40）の土

砂の無散水、および散水の 2 条件。 
施工機械 油圧ショベル（0.5m3，13.5ｔ） 

模擬作業 
山積みの搬入土をバックホウで掘削し、90 度

旋回し放土の繰返し作業。作業時間は各 2 時

間。散水は、作業前に実施。 
 

風向風速
計 降下ばいじん

測定用バット

タイムラプ
スカメラ

デジタル
粉じん計

 
図-4 測定状況 

測定点
BG測定点

発発生生源源領領域域

主主風風向向

 
図-5 測定点の配置（模式図） 
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粘性土１ 粘性土2 砕石C40
砂・レキ 粘土・シルト(75μm以下)  
図-6 土砂の粒径分布 

2.3.4 解析結果 
 現場測定値を解析した2.2と同様に、基準降下

ばいじん量aを解析した結果を図 -7に示す。想定

に反して散水で含水比を上げたにもかかわらず発

生量が増える場合があった。散水した粘性土で増

えた原因として、無散水より散水の測定時の方が

強風であったため、あるいは空気の乾燥と強風に

より構内試験での模擬工事のエリア外で粉じんが

発生していたことが考えられる。また砕石C40で
は図-6に示すようにシルト分が少なく粉じんがわ

ずかしか発生しなかったため、測定のバラツキの

影響の方が散水の有無による影響より大きかった

と 考 え ら れ る 。 バ ッ ク グ ラ ン ド の 測 定 値 が

4.1t/km2/8hとなり、他の日（最大0.9t/km2/8h、
平均0.5t/km2/8h）を超えて特に大きかった1月
31日の測定値を除外し、無散水の5回の測定、散

水の5回の測定を平均した結果を他の測定値と比

較したものを図-8に示す。平均値では散水により

降下ばいじん量が1/10程度に抑制されるとの結果

となり、他の測定の中間程度の抑制効果となった。

今回の散水の条件での測定では模擬作業中に散水

しなかったが、粉じんが懸案となる場合には施工

中に散水できるので1/10以下に抑制できると考え

られる。 
 なお、一般的な土砂掘削では建設機械は移動や

待機をするが、ここでの構内試験は固定した位置

で掘削作業を連続させる条件としたため、粉じん

の発生量の係数aが表 -1より大きめの値となって

いた。構内試験値を実工事に換算するためには建

設機械の移動や待機を考慮する必要がある。 
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図-7 構内試験での測定値 
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(注) 構内試験値は実工事の換算をしていない。  

（「硬岩掘削」と「コンクリート構造物取壊し」は文献 2)か
ら、「土砂掘削（現場測定値）」は表-1の2現場の平均）  

図-8 構内試験での測定値(平均)と他の測定値 

3．まとめ 

本調査では、土砂掘削において散水対策を講じ

ることによる基準降下ばいじん量の抑制される割

合が、他の工種（「硬岩掘削」及び「コンクリー

ト構造物取壊し」）と同程度以上に抑制されるこ

とを現場測定値および構内試験の双方で確認した。

以下、本調査で明らかになったことを列記する。 
・粉じんは土砂のシルト分が多いと多く発生する

ことを文献、現場のヒヤリング、各種の現場測

定、および構内試験で確認した。 
・土砂掘削に由来する降下ばいじんの散水での抑

制は、現場測定値で1/50、構内試験で1/10と
なった。これらは硬岩掘削の1/4、コンクリー

ト構造物取壊しの1/8より抑制効果があった。 

 本調査において、土砂掘削における散水の効果

の概略値を示すことができたが、予測手法の確立

には、より多くの測定や粉じん発生の要因解明が

必要と考えている。 
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図-7 構内試験での測定値 
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(注 ) 構内試験値は実工事の換算をしていない。  

（「硬岩掘削」と「コンクリート構造物取壊し」は文献 2)か
ら、「土砂掘削（現場測定値）」は表-1の2現場の平均）  

図-8 構内試験での測定値(平均)と他の測定値 

3．まとめ 

本調査では、土砂掘削において散水対策を講じ

ることによる基準降下ばいじん量の抑制される割

合が、他の工種（「硬岩掘削」及び「コンクリー

ト構造物取壊し」）と同程度以上に抑制されるこ

とを現場測定値および構内試験の双方で確認した。

以下、本調査で明らかになったことを列記する。  
・粉じんは土砂のシルト分が多いと多く発生する

ことを文献、現場のヒヤリング、各種の現場測

定、および構内試験で確認した。  
・土砂掘削に由来する降下ばいじんの散水での抑

制は、現場測定値で1/50、構内試験で1/10と
なった。これらは硬岩掘削の1/4、コンクリー
ト構造物取壊しの1/8より抑制効果があった。  

本調査において、土砂掘削における散水の効果

の概略値を示すことができたが、予測手法の確立

には、より多くの測定や粉じん発生の要因解明が

必要と考えている。  
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